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１．本願の概要
１－１　発明の内容
※本発明を創出するに至った背景、本発明の構成要素、本発明の技術的特徴とそれによる効果、本発明により解決され得る産業上の課題、を念頭に置きつつ、500字以内程度で記載してください。






１－２　関連技術の事前調査結果
※指定国移行（継続・再申請）はPCT申請から変更がない場合は記載省略可とします。
（１）発明者による関連技術の特許出願
	登録、公開、又は出願番号
	本願との関係・差異

	
	

	
	

	
	



（２）発明者による関連技術の論文・学会発表等（非特許文献）
	文献名（公開日）
	本願との関係・差異

	
	

	
	

	
	



（３）他者の関連技術（公知技術）に関する特許出願、論文・学会発表等
	公開番号又は文献名
(非特許文献のみ公開日)
	本願との差異
	①使用データベース名
②検索期間
③検索式

	
	
	①
②
③

	
	
	①
②
③

	
	
	①
②
③




２．実用化計画と外国出願の必要性
２－１　応用が期待される用途での優位性
※本願発明の特徴が最も生きると思われる用途、及びその用途での従来技術に対する優位性を記載してください。






２－２　外国での出願・技術移転及び活用計画
※本願を外国（移行希望国）で権利化する必要性、技術移転の計画、事業展開の計画・市場規模等を記載してください。
※技術移転先の想定企業について、企業名を伏せ字とした場合でも所属国は記載してください。また、日本企業への技術移転により移行希望国での事業展開が見込まれる場合も記載してください。








３．国内出願後の研究・開発進展状況　（PCT申請のみ記載）
※指定国移行申請は記載不要です（次項４を記載してください）。
３－１　国内出願後新たに取得されたデータ、実用化に向けた新展開等




３－２　国内優先権主張出願予定の有無（その予定時期）
【　予定あり（　　年　月頃）　・　予定なし　】

３－３　国内出願後のデータに基づくPCT出願時のデータ追加等の有無




４．PCT出願後の対応状況（指定国移行申請のみ記載）
※PCT申請は記載不要です（次項５を記載してください）。
４－１　国際調査機関の否定的見解への対応
（１）JSTの審議の進め方
※JSTに対して申請時点の見解書（報告）での審議を希望するか、あるいは国際予備審査機関の見解書（報告）を後日提出して審議を希望するか選択してください。
【申請時点の見解書(報告)で審議希望・国際予備審査機関の見解書(報告)を後日提出して審議希望】

（２）国際調査機関等の否定的見解への対応
※申請時点で国際調査機関（又は国際予備審査機関）から否定的見解が解消されていない場合に限り、今後の対応方針を説明してください。




４－２　PCT出願支援審査時の条件・要望とその対応
※PCT出願支援から指定国移行支援に継続申請する場合、PCT出願支援時の条件・要望事項が付されている場合は記入してください。
	条件・要望事項
	対応

	
	

	
	




５．その他
５－１　経済安全保障推進法第66条第3項の通知有無　（PCT申請のみ記載）
※指定国移行申請は記載不要です（次項５－２を記載してください）。
【　通知あり　・　通知なし　】

５－２ JST他事業への情報提供
（１）JSTが実施する他の大学支援事業等への情報提供
【　希望する　・　希望しない　】

（２）「知財集約制度（知財譲受）」への情報提供
※「知財集約制度（知財譲受）の概要はhttps://www.jst.go.jp/chizai/shuuyaku.html（知財譲受の項目）をご確認ください。
【　希望する　・　希望しない　】

５－３　JST事業利用状況（該当がある場合のみ）
※本願の出願に至る研究成果を創出したJST事業、あるいは本願技術の実用化に向けた研究開発活動、産学連携活動、技術移転活動のために活用しているJST事業の名称を記載してください。複数ある場合は適宜、行を追加してください。
※本欄はJST内部で活用するための情報収集を目的とし、権利化支援の審査には影響しません。
※グラント番号が不明な場合には、GRANTS研究課題統合検索（https://grants.jst.go.jp/）で確認してください。
	事業名
	実施期間(年度)
	グラント番号(JST体系的課題番号)

	
	
	

	
	
	



５－４　PCT出願時の自己指定の予定有無（PCT申請のみ記載）
※指定国移行申請は記載不要です。
【　予定有り　・　予定無し　】
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